
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,255
円（税
込）

3,700 円（税抜）

3,034
円（税
込）

3,488 円（税抜）

3,034
円（税
込）

3,448 円（税抜）

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

全部適用

太宰府市下水道事業経営戦略

昭和57年度
（35年）

太宰府市

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

52.30%

0

有

処 理 区 数 1

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

昭和57年8月にそれまで行っていた単独公共下水道事業（一部の団地のみ）から御笠川那珂川流域下水道に接続、流域関連公共下水道
事業として供用開始。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０ あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０ を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０  あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０  あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　使用料体系は累進逓増制を採用している。詳細としては基本使用料820円80銭（一律）に加え、1 ～10 が54円/ 、11 ～20 が167
円40銭/ 、21 ～30 が199円80銭/ 、31 ～40 が232円20銭/ 、41 ～50 が253円80銭/ 、51 ～100 が275円40銭/ 、101
～500 が334円80銭/ 、501 ～が367円20銭としている。また、水量の認定方法は市水道普及世帯は使用された水道使用量、井戸水

世帯は1人あたり6 を認定水量として世帯人数を乗じた水量、市水道と井戸水の併用世帯は使用された水道使用量に1人あたり3 を認定
水量として世帯人数を乗じた数の合計の水量をもとに使用料計算を行っている。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　業務用使用料体系についても、一般家庭用使用料体系と同様である。

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　温泉汚水に係る下水道使用料については、65円/ に水量と消費税を乗じた水量としている。



③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

同上

同上

 イ　指定管理者制度

　当市においては、全域が流域関連公共下水道であるため、汚水処理施設がないこと、ま
た、将来にわたっても安定した経営状況を維持できる見通しとなっている。このことを踏ま
え、当面、民間委託の実施は考えていない。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

－

職 員 数 13人（平成28年7月1日現在）

下水道課（昭和53年4月、都市計画課下水道係より課に改編）―上下水道部下水道課（昭和63年12月）―上下水道部（平成8年4月、水道
事業との統合）
※その他一部組織改編あり

　当市には汚水処理施設等がないためエネルギー利用等は考えていない。

　当市では、未利用土地の貸付を行い有効利用を進めている。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　下水道使用料は水洗化率が97.5％に達しており、行政人口についても微増を続ける見込みであるため、当面の間は安定した収入が得られると考えている。収支見
込みにおいても黒字経営が続くと予測しているため、平成30年度に料金審議会を開催し、値下げを前提とした使用料の改定を行っていくものである。
　国庫補助金については、更新計画にもとづき、当該事業を行う年度に補助対象事業費の50％の収入が発生するものとして計画内に反映させている。
　企業債については、現行制度にもとづき計上している。
　繰入金については、基準内繰入である臨時財政特例債及び基準外繰入である資本費平準化債補助金等の償還が終了することなどから今後減少していく見込み
となっている。

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（時期、金額、対象施設等）に記載すること。
　＜取組例＞
　　今後の経費についてであるが、新設及び更新事業は一旦の落ち着きを見せるものの計画策定期間後には既設管きょが耐用年数を迎えること、長寿命化計画及
びストックマネジメント計画の策定を行う必要があるため、人員配置は現在と同程度とし、人件費についても平成29年度と同額としている。また、動力費及び委託料に
ついても今後ポンプ等新規施設の増設も見込まれないため一定額としている。

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（対象施設、時期、金額等）に記載すること。
　工事担当課に対して、今後10年間の実施計画の作成を依頼し、作成された計画表をもとにヒアリングを実施し、その結果を収支計画に反映させている。計画の内
容としては以下のとおりである。
　当市の流域関連公共下水道は団地開発に伴い移管を受けた単独公共下水道から始まったが、本格的な管きょの布設は昭和57年の御笠川那珂川流域下水道へ
の接続に伴ったものである。このことより、現在布設済みの管きょは未だ耐用年数を経過しておらず、一部地区においては新設工事を行い、未普及地域の解消を
行っているところである。よって、今後、10年間は主な更新事業はなく、新設工事についても平成30年度を目途におおむね完了する。このため、事業費としては減少
する傾向にあるが、平成40年度以降には既設管きょが耐用年数を迎えるため、今後は下水道長寿命化計画にもとづくカメラ調査、ストックマネジメント計画を策定し、
健全経営を維持しつつ、管きょの更新及び修繕を行っていくものとする。

　本市の公共下水道は、御笠川那珂川流域下水道関連公共下水道と宝満川上流流域下水道関連特定環境保全公共下水道の二つに分けられているが、処理人
口比でいえば99.6％が御笠川、0.4％が宝満川と大半を御笠川が占めている。また、下水道使用料も一体同一料金で経営しているところである。
　御笠川の処理人口普及率及び水洗化率は、平成27年度末現在で98.7％及び97.5％となっており、ほぼ処理区域内の市民が下水道を利用している状況となって
いる。また、今後の行政人口の推移としては、2025年までは微増を続け、その後緩やかに減少、2040年においてほぼ現在の人口に落ち着く見込みとなっている。し
たがって、下水道使用料の収入は、当分の間、安定的に確保できるものと推計している。
　そこで、御笠川那珂川流域下水道関連公共下水道の中長期の財政収支見通しであるが、収益的収支においては当面の間一定額の利益が見込まれており、か
つ、企業債償還元金も軒並み減少していくことから事業資金は一定程度確保される見込みであるため、これを下水道利用者に還元すべく、下水道使用料の引き下
げに向け検討を深めていくこととしている。
　なお、下水道施設の管理についてであるが、本市の公共下水道は、供用開始から35年が経過したところであり、まだ法定耐用年数には余裕があるところであるが、
国庫補助金を有効に活用しながら、下水道施設の適正管理に努めていく必要があると認識している。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　前述のとおり、当市は汚水処理施設等を有しないためPPP/PFIについては検討しておらず今後につい
ても同様と考えている。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　事後検証については、料金等審議会を4年ローリングで行うことを基本方針としているため、審議会前に進捗状況
の確認、管理を実施し、その後10年程度の事業実施計画を反映させたうえで、適切な使用料案を審議会に提出、決
定した使用料をもとに経営戦略の更新を行うものとする。

職員給与費に関する事項
　現在の計画上は長寿命化、ストックマネジメントによる更新事業を一定額で見込んでいるが、今後の調
査によって増減が見込まれるものである。このことを踏まえて、適正な職員数の確保等、柔軟に対応して
いく必要がある。

動力費に関する事項 　現在、水洗化人口普及率が96.6％に達していること及び行政人口についても大幅な増加が見込まれ
ないことから、動力費については概ね一定と見込んでおり、当面の間は同様と考えている。

修繕費に関する事項

　修繕費については、過去の実績を参考に予算を計上しており、計画年度内では一定としている。ただ
し、計画年度を経過した後には供用開始初期の施設が経過年数を迎え始めるため、修繕についても増
加が見込まれる。今後は長寿命化計画及びストックマネジメント計画にもとづき、更新を行わないものに
ついては、適切な修繕を行い、健全経営を行うものとする。

委託費に関する事項

　投資以外の委託については、水道事業に対する賦課徴収事務委託に占める割合が最も多く、次いで
管きょ等の維持管理に関する費用が主な内容となっている。維持管理については概ね一定と見込んで
いるが、賦課徴収事務委託については水道事業との調整をはかり、適切な負担を検討していくものとす
る。

その他の取組 －

薬品費に関する事項 －

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 －

　現在、用地の貸付を行っている。今後は未稼働資産の売却による維持管理費の削減やその他有効利
用を含めた検討を行っていく。

　平成30年度に料金審議会を開催し、平成31年度より使用料の引き下げを行う予定で事務を進めてい
る。使用料の見直しに関する事項

－

　当市におけるPPP/PFIについては現在検討しておらず、今後も同様と考えている。

　現在の実施計画上は一部の年度に莫大な投資が発生することはなく、平準化については検討してい
ないが、計画の見直し等により莫大な投資が必要になることが発生すれば平準化について再検討するも
のとする。

　前述のとおり、当市公共下水道は流域下水道に接続しており、今後についても現状通り流域関連公共
下水道として運営していくものである。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 1,168,655 1,158,848 1,171,668 1,186,224 1,174,330 1,181,152 1,179,414 1,176,210 1,176,725 1,179,660 1,176,482 1,174,951
(1) 1,073,579 1,059,857 1,070,844 1,072,188 1,059,765 1,065,931 1,066,087 1,067,026 1,068,398 1,073,259 1,072,005 1,073,160
(2) (B)

90,518 96,689 100,243 113,577 114,106 114,431 112,830 108,687 107,830 105,904 103,687 101,294
4,558 2,302 581 459 459 790 497 497 497 497 790 497

２． 561,982 554,398 559,353 560,187 551,602 554,067 546,381 551,238 550,699 548,394 548,283 547,106
(1) 306,739 300,164 301,774 296,818 290,683 290,618 280,770 284,680 282,354 279,125 278,407 277,216

306,739 300,164 301,774 296,818 290,683 290,618 280,770 284,680 282,354 279,125 278,407 277,216

(2) 254,557 253,516 257,228 263,097 260,417 263,009 265,201 265,788 267,395 268,319 268,626 268,940
(3) 686 718 351 272 502 440 410 770 950 950 1,250 950

(C) 1,730,637 1,713,246 1,731,021 1,746,411 1,725,932 1,735,219 1,725,795 1,727,448 1,727,424 1,728,054 1,724,765 1,722,057
１． 1,180,265 1,162,743 1,168,990 1,190,184 1,176,490 1,185,080 1,192,265 1,196,972 1,203,363 1,209,577 1,212,293 1,216,737
(1) 53,480 45,821 50,215 47,481 47,481 47,481 47,481 47,481 47,481 47,481 47,481 47,481

30,315 25,616 26,390 24,027 24,027 24,027 24,027 24,027 24,027 24,027 24,027 24,027

23,165 20,205 23,825 23,454 23,454 23,454 23,454 23,454 23,454 23,454 23,454 23,454
(2) 476,954 456,804 449,377 453,088 447,551 449,179 448,941 449,513 450,406 452,125 451,654 452,317

354 381 383 476 476 476 476 476 476 476 476 476
6,429 3,626 5,561 5,583 5,583 5,583 5,583 5,583 5,583 5,583 5,583 5,583

470,171 452,797 443,433 447,029 441,492 443,120 442,882 443,454 444,347 446,066 445,595 446,258
(3) 649,831 660,118 669,398 689,615 681,458 688,420 695,843 699,978 705,476 709,971 713,158 716,939
２． 234,374 213,139 190,181 172,427 150,606 137,280 125,641 114,368 102,877 91,558 82,127 74,256

35,694 36,665 35,476 35,259 32,808 32,841 30,372 28,074 26,267 24,061 21,844 19,788
197,705 175,557 153,610 135,403 116,033 102,674 93,504 84,529 74,845 65,732 58,518 52,703

(2) 975 917 1,095 1,765 1,765 1,765 1,765 1,765 1,765 1,765 1,765 1,765
(D) 1,414,639 1,375,882 1,359,171 1,362,611 1,327,096 1,322,360 1,317,906 1,311,340 1,306,240 1,301,135 1,294,420 1,290,993
(E) 315,998 337,364 371,850 383,800 398,836 412,859 407,889 416,108 421,184 426,919 430,345 431,064
(F) 30 24 10 29 29 29 29 29 29 29 29 29
(G) 30,014 182 93 278 361 361 361 361 361 361 361 361
(H) △ 29,984 △ 158 △ 83 △ 249 △ 332 △ 332 △ 332 △ 332 △ 332 △ 332 △ 332 △ 332

286,014 337,206 371,767 383,551 398,504 412,527 407,557 415,776 420,852 426,587 430,013 430,732
(I) 370,655 431,348 454,044 383,551 414,396 428,853 424,060 432,286 437,421 443,163 446,596 447,322
(J) 967,395 860,230 755,274 674,677 581,602 752,054 943,572 1,138,816 1,312,930 1,563,084 1,827,770 2,213,690

213,276 326,763 204,389 202,079 253,119 253,119 253,119 253,119 253,119 253,119 253,119 253,119
(K) 1,154,714 1,108,349 1,043,833 961,710 818,772 784,670 783,533 775,006 706,682 696,230 580,197 504,484

154,065 182,009 133,124 102,274 152,299 152,299 152,299 152,299 152,299 152,299 152,299 152,299
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 1,168,655 1,158,848 1,171,668 1,186,224 1,174,330 1,181,152 1,179,414 1,176,210 1,176,725 1,179,660 1,176,482 1,174,951

(N)

(O)

(P) 1,168,655 1,158,848 1,171,668 1,186,224 1,174,330 1,181,152 1,179,414 1,176,210 1,176,725 1,179,660 1,176,482 1,174,951

(3) そ の 他

(1) 支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

営 業 外 収 益

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

本年度

営 業 収 益

Ｈ29



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 335,155 305,885 287,746 264,084 302,514 307,658 272,614 213,314 180,814 173,514 181,314 188,114

２．

３． 161,470 151,395 139,054 125,157 114,972 85,928 74,685 63,331 46,482 30,395 18,750 19,834

４． 2,616 2,755 2,902 3,057 3,221 3,394 3,576 3,768 223 228 233 239

５．

６． 148,360 80,459 128,336 66,000 67,000 34,000 1,750 40,500 24,000 20,000 21,750 20,000

７．

８．

９． 8,659 6,578 11,324 2,290 2,290 2,290 2,290 2,290 2,290 2,290 2,290 2,290

(A) 656,260 547,072 569,362 460,588 489,997 433,270 354,915 323,203 253,809 226,427 224,337 230,477

(B)

(C) 656,260 547,072 569,362 460,588 489,997 433,270 354,915 323,203 253,809 226,427 224,337 230,477

１． 610,423 448,498 497,219 441,957 504,876 463,956 398,717 375,717 343,717 317,717 317,717 322,717

39,276 50,761 68,366 65,718 65,718 65,718 65,718 65,718 65,718 65,718 65,718 65,718

２． 1,012,576 990,910 916,037 892,890 832,010 657,531 623,429 622,292 613,765 545,441 534,989 418,956

３．

４．

５．

(D) 1,622,999 1,439,408 1,413,256 1,334,847 1,336,886 1,121,487 1,022,146 998,009 957,482 863,158 852,706 741,673

(E) 966,739 892,336 843,894 874,259 846,889 688,217 667,231 674,806 703,673 636,731 628,369 511,196

１． 553,395 856,527 761,918 409,787 449,136 259,535 225,675 240,980 262,178 190,873 176,545 55,596

２． 319,573 30,319 91,464 454,044 383,551 414,396 428,853 424,060 432,286 437,421 443,163 446,596

３． 76,404

４． 17,367 13,263 12,007 11,350 14,202 14,286 12,703 9,766 9,209 8,437 8,661 9,004

(F) 966,739 900,109 865,389 875,181 846,889 688,217 667,231 674,806 703,673 636,731 628,369 511,196

△ 7,773 △ 21,495 △ 922

(G)

(H) 9,210,759 8,525,734 7,897,443 7,268,637 6,739,141 6,389,268 6,038,453 5,629,475 5,196,524 4,824,597 4,470,922 4,240,080

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

397,257 396,853 402,017 410,395 404,789 405,049 393,600 393,367 390,184 385,029 382,094 378,510

391,129 392,086 398,438 407,792 402,961 403,904 392,955 393,054 390,057 384,991 382,094 378,510

6,128 4,767 3,579 2,603 1,828 1,145 645 313 127 38

164,086 154,150 141,956 128,214 118,193 89,322 78,261 67,099 46,705 30,623 18,983 20,073

44,074 46,222 46,419 45,294 41,255 25,173 26,997 28,806 21,304 17,897 18,983 20,073

120,012 107,928 95,537 82,920 76,938 64,149 51,264 38,293 25,401 12,726

561,343 551,003 543,973 538,609 522,982 494,371 471,861 460,466 436,889 415,652 401,077 398,583

37年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度29年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

36年度

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府県 ） 補 助金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

34年度 35年度 36年度

他 会 計 負 担 金

37年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （決算 ）
決 算
見 込

1 (A)

（１） (B)

ア

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D)

（１）

ア

イ

（２）

ア

イ

３ (E)

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （決算 ）
決 算
見 込

本年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S)

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （決算 ）
決 算
見 込

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益的収支比率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


